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要旨 
環境問題そしてエネルギー自給の課題に対応するため、日本でも多くの再生可能エネル

ギー発電事業が進められている。中でも洋上風力発電事業は、四方を海に囲まれた日本に

大きなポテンシャルがあると注目されている。一方で、洋上風力発電は他の発電方法と比

較した際に、変動電源であることによる電力の安定的な供給や、海洋に建設することによ

る長期的な運用についての課題が存在しており、事業の価値を定量的に評価する必要があ

る。そこで本研究では、洋上風力発電事業の経済性を最新のデータを用いて評価を行った。

具体的な評価対象事業は富山県東部・朝日町と入善町沖に建設が検討されている洋上風力

発電事業であり、着床式、浮体式、着床式と浮体式の併設の 3 パターンを検討事項とした。 

本研究の目的は、洋上風力発電の有効性の評価に加え、費用と便益項目から効率的な事

業運営のため改善すべき項目を明らかにすることである。研究方法としては 38 基の洋上風

力発電を建設する想定シナリオに基づく費用便益分析を行った。結果として、基準値にお

いて着床式の場合は 844.9 億円の純便益、浮体式の場合は 1012.2 億円の純損失、併設した

場合は 67.1億円の純便益であった。 

本研究の結果としては、表 1 のようになる。着床式洋上風力発電を導入した場合、全て

のケースにおいて便益が発生することが分かった。浮体式洋上風力発電を導入した場合、

全てのケースにおいて損失が発生することが分かった。併設した場合、基準値とベストケ

ース（便益が高く、費用が低くなる）の場合だと便益が発生し、ワーストケース（便益が

低く、費用が高くなる）の場合、損失が発生することが示された。 

 

表 1：費用便益分析結果まとめ 

風車種類 基準値 変動ケース 

（i）ベストケース （ii）ワーストケー

ス 

着床式 844.9（億円） 1560.9（億円） 140.5（億円） 

浮体式 －1012.2（億円） －207.8（億円） －1803.6（億円） 

併設 67.1（億円） 827.4（億円） －680.6（億円） 

 

以上の結果を踏まえ、「浮体式洋上風力発電のコスト低減化」、「エネルギー自給率

の向上などの便益項目計上を目的とした議論」の政策提言を述べた。  
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はじめに 
洋上風力発電は再生可能エネルギーの一つとして、世界各国で注目を集めており、持続

可能なエネルギー供給の実現に向けて重要な役割を果たすものと期待されている。日本で

も陸上の風力発電開発が進み適地が減少していることから、海域を利用した洋上風力発電

が注目されている。洋上風力発電には基礎構造の違いにより、着床式と浮体式に分類する

ことができるが、海洋再生エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法

律（再エネ海域利用法）における促進区域の中には、富山県東部沖といった両方の種類が

想定されている地域も存在する。 

そこで本研究では、洋上風力発電に関する概要、利点、課題、施策方針を概観した後、

富山県東部沖における洋上風力発電の事業性に焦点を当て、考察する。洋上風力発電事業

の経済性を、一般的な着床式に加えて実用化に向けた研究が進められる浮体式も対象とし、

最新のデータを用いて評価を行う。そして、日本の洋上風力発電の持続的な発展に向けて

の示唆となるよう、今後日本が行う・意識するべき政策を述べる。 

 

1. 現状分析と問題意識 

1.1 現状分析 

1.1.1 日本における再生可能エネルギーの現状について 

資源エネルギー庁（2023a）によると再生可能エネルギーとして現状認識されている電力

源は以下の 5 つであり、（1）太陽光発電、（2）風力発電、（3）地熱発電、（4）水力発

電、（5）バイオマス発電である。2012 年の固定価格買取制度の導入によってこれらの再

生可能エネルギーは格段に普及し、2011 年度では再エネの構成比率が 10.4%だったにも関

わらず、直近では 20.3%まで拡大している。日本政府は更なる拡大を目指しており、以下

の表 2に示すように 2030年度の普及目標を 36-38%程度としている。 

 

表 2：再生可能エネルギーに由来する電源の導入推移 

 2011年度 2021 年度 2030 年度 

全体の割合 10.4% 20.3% 36-38% 

太陽光発電 0.4% 8.3% 14-16% 

風力発電 0.4% 0.9% 5% 

水力発電 7.8% 7.5% 11% 

地熱発電 0.2% 0.3% 1% 

バイオマス発電 1.5% 3.2% 5% 

出典：資源エネルギー庁（2023a）より筆者作成 
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1.1.2 洋上風力発電について 

1.1.2.1 概要 

洋上風力発電とは、海上に風力発電の設備を設置し、風車を風の力を利用して回転させ

ることで発電する方式である。現在、日本では陸上の風力発電開発が進み、適地が減少し

ていることから海域を利用した洋上風力発電が注目されている。洋上風力発電は、四方を

海に囲まれた日本に大きなポテンシャルがある再生可能エネルギーだと言える。実際、

2050 年カーボンニュートラルを見据えた広域系統整備に関する長期展望における将来シナ

リオでは、洋上風力発電の導入量を約 45GWとしている（電力広域的運営推進機関, 2023a）。 

現在、北海道・東北・九州を中心に洋上風力発電の導入が進んでいる。2020 年末時点と

2022 年末時点での導入量を比較すると以下の通りである。2020 年末時点で日本に導入され

た洋上風力発電は、累計で 58.6MW、28 基である（沿岸部からアクセス可能なセミ洋上風力

を含む）。その内、14.4MW、5 基が離岸距離 2km 以上の本格洋上風力であり、12MW、4 基が

浮体式洋上風力である（日本風力発電協会, 2020）。2022 年末時点の日本に導入された洋上

風力発電は累計で 135MW、46基である。その内、91.4MW、23基が本格洋上風力であり、5MW、

2基が浮体式洋上風力である（日本風力発電協会, 2022）。 

 

1.1.2.2 着床式と浮体式の違い 

洋上風力発電には基礎構造の違いにより、着床式洋上風力発電と浮体式洋上風力発電

（とセイリング式）に分類することができる。日本で現在事業運転されているものは着床

式洋上風力発電であり、将来的には浮体式洋上風力発電の導入が計画されており実証実験

が進められている。 

着床式洋上風力発電の定義としては新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）によ

ると「流体力荷重、構造物の浮力による垂直保持力及び波・流れ・風等に誘発される水平

力を受け、位置保持設備で支持された浮体構造物を有する風車」とされている。説明を簡

単化すると、海底に設置した基礎を持つ風力発電機である。コストの関係上、水深が比較

的浅い 50〜60m の海域に設置されており、基礎の構造の違いからモノパイル型・重力型・

ジャケット型に分類される。 

浮体式洋上風力発電の定義としては NEDO によると「浮体式洋上風力発電施設とは、流体

力荷重、構造物の浮力による垂直保持力および波・流れ・風等に誘発される水平力を受け、

位置保持設備で支持され風力発電設備を有する浮体式海洋構造物（船舶）を指す。」とさ

れている（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構, 2018）。着床式とは異なり

海底に基礎を設置するのではなく、浮体構造物上に風力発電機を設置する。設置水域は着

床式の経済的有意性がなくなる 50m からになる。浮体式にも浮体形式によってバージ型・

TLP 型・コンパクトセミサブ型・スパー型に分類される。また、浮体構造物の位置保持方

法にも種類がある。浮体式風力発電は海域の制約が少ないという観点で着床式風力発電に

対してメリットがあり、今後の方向性として大いに推進されることが予測されている。し

かし、現状ではコスト、技術による制約が存在しているため事業化には至っていない。浮

体式風力発電の概念は 1990 年代にさかのぼるが、実際のプロジェクトは 2000 年代に入っ

てから始まった。最初の実証プロジェクトはヨーロッパで行われ、特にノルウェーが

Hywind プロジェクトで先駆けとなった。浮体式風力発電はまだ比較的新しい分野であり、

多くのプロジェクトが実証段階にある。しかし、その潜在的な利点により、特に深海地域

における再生可能エネルギー開発の有望な選択肢と見なされている。 
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着床式は現在欧州などで一般的に用いられ、風車は沖合の地面に直接設置されるもので

ある。そのために安定性等の確保が容易であるものの、水深が比較的浅いといった条件が

必須となる。浮体式は未だ研究段階にあるものであり、風車を「浮かべる」ことで地面に

直接設置しなくても問題ないため水深に関係しないというメリットがある。 

 

1.1.2.3 災害耐性 

以下の表 3 は経済産業省の資料によって公開されている風力発電設備の自然災害におけ

る被害を示したものである。現状陸上風力発電が主であり、洋上風力発電の被災は少ない

が、今後は以下に示されていない新たな問題が生じる可能性がある。 

 

表 3：近年の風力発電における災害事故 

発電所 発災時期 事故概要 

東伯風力発電所 2020/1/8 強風によるブレードの破損と飛散事故 

的山大島風力発電所 2020/9/2～5 台風 9号・10号の強風によってブレードが破

損、飛散事故 

番屋風力発電所 2020/9/5～7 ブレード先端に飛来し、損傷。その後台風１

０号の強風によりブレード折損・飛散事故が

発生 

ユーラス西目ウインド

ファーム 

2020/12/20 ナセル内制御盤の DCリンクキャパシタからの

出火により火災（ナセル全損）事故が発生（1

基）。 

出典：電力安全課（2022）より筆者作成 

 

その上で、今後日本で洋上風力発電を行う上での日本固有の自然災害として（1）地震、

（2）津波、（3）台風、（4）雷である（戸田・宝川, 2021）。地震に関しては建築基準法、

および国の技術基準である「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説」によって

地震波に対する構造上の安全が義務付けられており、津波に関しても想定津波高に対して

倒壊・崩壊する危険性を無くすことが義務付けられているが、日本固有の問題ということ

もあり欧州では前例がない。今後大量導入が予定される日本海側は特に落雷が多い地域で

あり、落雷リスクの低減措置が導入されているが、災害が発生した場合に備えて何らかの

対応が必要になる可能性がある。これは台風の観点でも同一である。 

 

1.1.2.4 メリット 

洋上風力発電のメリットは、（1）大量導入が可能、（2）安価な電力である、の 2 点が

挙げられる（資源エネルギー庁, 2022a）。他の効果としては本研究の費用便益分析では扱わ

ないものの（3）大きな経済波及効果等も期待される。 

 

（1）大量導入が可能 
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前項で述べたように、欧州を中心に洋上風力発電の導入が世界で拡大しており、日本で

も北海周辺とは地形や風況が異なるが、今後の導入の拡大が期待されている。実際に、表

4 のように、環境省（2023）の「我が国における再エネポテンシャル（令和元年度調査）」

によると、洋上風力発電の導入ポテンシャルは、設備容量は 11 億 2,022 万 kW（約 112GW）、

発電量は 34,607 億 kWh/年であり、事業性を考慮した導入ポテンシャルは、設備容量は

17,785 から 4億 6,025万 kW（約 17～46GW）、発電量は 6,168 から 15,584億 kWh/年である

（環境省, 2023）。 

 

表 4：近年の風力発電における災害事故 12 

 
出典：環境省（2023）より筆者作成 

 

（2）安価な電力 

先行する欧州では、遠浅の北海を中心に、落札額が 10円/kWhを切る事例や市場価格（補

助金ゼロ）の事例が生じるなど、風車の大型化、建設工事の効率化、発電効率の向上など

を通してコスト低減が進展している（資源エネルギー庁, 2022a）。具体的には、タービンの

大型化は、基礎や建設コストも含めて風車一基当たりのコストを押し上げるが、発電電力

量が格段に増加するため、風車の本数を増やさずに発電所の規模を大きくすることができ、

均等化発電原価（設費や運転維持費・燃料費など発電に必要なコストと利潤などを合計し

て、運転期間中の想定発電量をもとに算出）を低下させる要因となる。維持運用コストも、

モニタリング技術の進化などの技術の進歩等によってコストを下げることが可能となって

いる。他にも、洋上風力発電事業の実例が増えることによって、建設や維持運用の技術習

熟度が向上すること、故障の少ない安定した出力によってプロジェクトとしての信用性が

向上していること、規模の経済によって部品等の量産化が可能となることなども、コスト

低下要因として指摘できる（自然エネルギー財団, 2020）。 

 

 
1※1：現在の技術水準で利用可能なエネルギーのうち、種々の制約要因（法規制、土地利用等）を

除いたもの。 
2※2：送電線敷設や道路整備等に係るコストデータ及び売電による収益データを分析に加え、経済

的観点から見て導入可能性が低いと認められるエリアを除いたもの。低位なシナリオ（FIT 価格よ

りも低い売電価格）から高位なシナリオ（FIT 価格程度）に分けて推計している。 
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（3）大きな経済波及効効果 

洋上風力発電設備は、部品数が多く（数万点）、設置工事も大がかりなため事業規模は

数千億円に達する場合もあり、関連産業への波及効果が大きい。また、地域活性化にも寄

与すると述べられている。現地調達は輸送コストの削減につながるため、発電事業者や風

車メーカーは、コスト低減に向け現地でサプライチェーンを構築するインセンティブを持

つ。風車や基礎を組み立てて海に運び出す拠点港の整備も不可欠であり、拠点港の発展に

伴う地域産業の活性化が期待される。風車の建設が終わった後も、設備利用率を高水準に

保つために必要な運転やメンテナンス（O&M）は、発電事業の実施期間（20 から 25 年間）

を通じて現地で必要とされる。そのため、国内・地域の資源の活用が期待できる洋上風力

は、各国で産業政策として取り組まれている（自然エネルギー財団, 2020）。 

 

1.1.2.5 デメリット 

他の電源、再生可能エネルギー発電と比較した際の洋上風力発電におけるデメリットと

して、（1）コスト、（2）技術、（3）社会受容性の 3点が挙げられる（NEDO, n.d.）。 

 

（1）コスト 

洋上風車は海上に設置するため、風車や基礎（海中に没している土台の部分）、海底ケ

ーブルの設置工事など、陸上の約 2 倍のコストがかかると言われている。また、運転開始

後のメンテナンスについても、陸上風車と異なり、多くの費用を要する。 離岸距離や水深

によってもコストは異なり、近年の欧州の洋上ウインドファームは、陸域から遠く、水深

の深い海域に移行しつつあるため、設置コストも上がっている。 

 

（2）技術 

浮体式の洋上風力発電の場合では特に、必須の技術が確立段階であり、他の再生可能エ

ネルギーと比べて不確実性が伴う点が技術的デメリットとして挙げられる。発展の歴史と

しては、特に初期の洋上風車は増速機や発電機の故障が頻発したため、塩害対策や風車の

状態を遠隔監視する技術など、信頼性を向上させるための技術開発が進められた。その上

で、設置場所が浅い海域から深い海域へ移行する場合、コスト低減のため風車 1 基当たり

の発電量を増やす必要があり、風車の大型化と信頼性の向上が洋上風車の技術開発が必要

であることに技術的な課題、確実性のデメリットが残っている。 

 

（3）社会受容性 

漁業者など海面利用者の理解と地域住民の理解が洋上風力発電の成立には必要である。 

漁業者への影響について、洋上風力発電により想定される漁業への影響は図 1 のように、

直接的影響と間接的影響の二つに分けられる。 
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図 1：洋上風力発電により想定される漁業への影響 

出典：海洋生物環境研究所（2020）より筆者作成 

 

一方、発電施設が海生生物の新たな生息基盤として機能することにより（集魚効果）魚

類や底生生物の生息量が増大し、漁業にプラスの効果を与える可能性もある。加えて、

2019 年 4 月に施行となった再エネ海域利用法において、促進区域選定の基準の一つとして

「漁業に支障を及ぼさないことが見込まれること」を挙げており、漁業影響に配慮してい

るといえる（海洋生物環境研究所, 2020）。 

 

地域住民への影響について、IEA の Task28 によるモデルによると、洋上風力発電を含む

風力発電の地域的受容は、分配的正義、手続き的公正性、信頼性によって表現されている。

分配的公正性は風力発電によるリスクと利益の分配における公正さである（IEA, 2010）。

風力発電は脱炭素化の視点からは環境によい一方で、介入される地域においては自然環境

や生態系の破壊を起こし得るため、社会全体の利益のために開発地域がリスクを被るとい

う構図が存在する。さらに多くの場合は風力発電の事業主体は地域外であるため、事業に

よる利益は地域外が享受する傾向にある。そのため風力発電は必ずしも地域社会に受け入

れられるわけではなく、NIMBY（Not In My Back-Yard）のような立場も生じうるとされて

いる。 

 

1.1.2.6 政府の施策方針 

（1）再エネ海域利用法 
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「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律」通称

「再エネ海域利用法」とは長期的・効率的・安定的な海洋再生エネルギー発電の実施に際

して「海洋基本法」と調和をとり事業の参入を促進するために制定された法律である。 

 

再エネ海域利用法の重要なポイントとしては、以下の 3点が挙げられる。 

 

・公募により選定された事業者へ長期間（30 年）の海域占有許可を与えること 

・国により洋上風力発電の実施区域を促進区域として指定すること 

・促進区域になり得るポテンシャルのある有望区域において協議会を設置し、海域関係者

との利害調整を行うこと 

 

再エネ海域利用法が施行される以前では海域の利用に関する法令は都道府県の条例のみ

が存在しており、洋上風力発電事業との整合性がとれていなかった。 

再エネ海域利用法の施行によって改善された点としては、まず海域の長期的な占有許可

が認められた点が挙げられる。都道府県条例での海域占有期間は 3〜5 年と短期であり、洋

上風力発電事業の見通しが立ちづらいという難点があった。次に協議会の設置によって海

域の利権者との利害調整の場が設けられた点である。海域は土地と異なり明確な所有者の

存在が定かではなく、利用者（主に漁業関係者）との利害調整が必要であり、事業者の負

担となっていた。しかし、再エネ海域利用法の有望区域に設定された場合には国によって

利害調整のための協議会が設置され、円滑な事業運営が行われるようになる。最後に事業

者の公募を行う点である。再エネ海域利用法に則り促進地域に指定され事業計画が進むと

事業者の公募が行われる。事業主体を公募で決定することにより事業者間での競争が発生

し、より効率的な事業者を選定することが可能になる他、事業者の乱立によって当該海域

に不利益を与えることを防ぐことも可能である。 

 

再エネ海域利用法に基づく洋上風力発電事業のフローは以下の通りで行われる（資源エ

ネルギー庁, 2023b）。 

 

1. 政府による基本方針の作成 

2. 経産大臣及び国交大臣による促進区域の指定 

3. 経産大臣及び国交大臣による公募占用指針の作成 

4. 事業者による公募占用計画の提出 

5. 経産大臣及び国交大臣による最も適切な事業者の選定と計画の認定 

6. 認定された計画に基づき、計算大臣による FIP認定 

7. 認定された計画に基づき、国交大臣により占用を許可（最大 30年間） 

 

2 において促進区域が指定され、3〜5 にかけて公募により事業者が選定される。政府は、

次項で述べる日本版セントラル方式の達成のため積極的に再エネ海域利用法に基づいた洋

上風力発電事業を推進している。理由として、洋上風力発電事業を長期的・安定的・効率

的に行うことができるようにする点が挙げられる。また、既存の都道府県条例との違いは

海域の占有範囲や目的である。経済産業省では、都道府県条例で取り扱う洋上風力発電を

3 万 kW 以下の発電事業や促進地域に指定される見込みの乏しいもの、研究等の目的で利用
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されるものとしている。 

 

（2）日本版セントラル方式 

 日本では現在洋上風力発電事業に対してセントラル方式を採用しようという動きがあ

る。まずセントラル方式について、主に欧州（デンマーク、オランダなど）で見られる洋

上風力発電事業の枠組みを政府主導で設ける方式である。日本の洋上風力発電事業は規模

の大きさから公共事業的な側面を持ちつつも、事業者が民間企業であるためより政府の介

入を強めることで効率的な事業運営を目指す目的がある。 

 

日本版セントラル方式で制度の対象となる項目は以下の通りである（経済産業省資源エネル

ギー庁, 国土交通省港湾局, n.d.）。 

 

1. 事業実施区域の指定及び発電事業者の公募 

2. 案件形成に向けた地域調整 

3. サイト調査（風況・海底地盤・気象海象） 

4. 系統接続の確保 

5. 環境影響評価 

 

3 のサイト調査については今まで各事業者によって行われていたものを独立行政法人エ

ネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）が実施することになっている。本項目は複数の事

業者による重複した調査が現地住民に与える影響や非効率性を考慮した結果導入されてい

る。また、セントラル方式を導入した際のサイト調査は再エネ海域利用法に基づく行程の

促進区域の指定以前に行われる。 

4 の系統接続については今後国による交通整理を行う「系統確保スキーム」に基づく方

針の作成が必要であり、5 の環境影響評価では「環境影響評価法」を担当する環境省と再

エネ海域利用法の間で調整が必要となる。 

 

1.1.3 富山県東部沖における洋上風力発電事業について 

1.1.3.1 概要 

表 5 のように再エネ海域利用法における促進区域のうち、富山県東部の入善町と朝日町

の沖合はこの中でも「一定の準備段階に進んでいる区域」に定められている。これは上記

の調査によって有望であり、尚且つ（1）都道府県が協議会の設置を希望し、（2）利害関

係者との調整に着手しているといった、将来的により有望となる地域のことを指している。

実際、入善町の『入善町地域新エネルギービジョン』および朝日町の『朝日町再生可能エ

ネルギー推進計画』上で入善町・朝日町沖の大規模洋上風力発電事業が紹介されており、

その合意形成は着々と進められていると考えられる。設置される風車について、富山県東

部沖における洋上風力発電の種類は着床式と浮体式両方が想定されている。富山県東部沖

は水深が非常に深い場所もある富山湾に隣接するものであり、仮に大規模に洋上風力発電

を導入することを想定した場合、横に幅広い事業となり部分的に浮体式に頼らざるを得な

い可能性がある。 
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表 5：一定の準備段階に進んでいる他の区域（2023 年 10 月 3日 時点） 

都道府県 沖合 風力発電の種類 

北海道 岩宇・南後志地区沖 浮体式 

北海道 北海道島牧沖 浮体式 

青森県 陸奥湾 未定 

岩手県 久慈市沖 未定 

富山県 入善町・朝日町沖 着床式・浮体式 

福井県 あわら市沖 未定 

福岡県 響灘沖 未定 

佐賀県 唐津市沖 未定 

出典：国土交通省 2023）より筆者作成 

 

富山県入善町は富山北東部にある扇状地・黒部川扇状地の中央に展開する地域であり、

立山と後立山の間を流れる一級河川の黒部川が形成された土地に存在する。このため長い

間水害に悩まされた土地であったものの、河川の改修を早期に進め、県境の変更手続き等

を経て現在の形となった。産業としては豊富な水資源を活かした農業がメインであったも

のの、近年では工業も発展している。戦前からの紡績産業に続き、自動車部品や電子デバ

イス、飲料製造、また偏向板メーカーやパックご飯製造といった幅広い業種からの参入が

続いている。人口は2.2万人程度であり、隣の朝日町よりも2倍程度の人口を擁している。 

対して朝日町は入善町と違って一級河川が流れることはないものの、この黒部川の伏流水

による豊富な地下水が得られる。主力産業としては入善町に引き続き農業であり、水田面

積率は富山県全域の平均よりも高い値となっている。そのほかにも漁業や畜産業などが見

られるほか、チューリップ畑や桜といった「春の四重奏」・および綺麗な海岸である「ヒ

スイ海岸」の 2大景勝地が富山県随一の観光スポットとなっている。高齢化率は 40%程度ま

で上昇しており、地域振興と組み合わせた漁業関係者との調整による風力発電事業の進出

メリットも存在すると考えられる。 
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図 2：富山県東部沖の洋上風力ポテンシャル図 

 
出典：富山県朝日町（2023）より 

 

1.1.3.2 富山県入善町沖の洋上風力発電事業 

2023 年、株式会社ウェンティ・ジャパン、JFE エンジニアリング株式会社および北陸電

力株式会社が出資・参画し、入善マリンウインド合同会社を設立（出資比率は非公表）し、

富山県入善町沖で洋上風力発電事業を開始した。本洋上風力発電事業は、入善町沖の水深

約 10～12mに 3,000kW級の風車を 3基設置し、最大出力は約 7,495kWとなり、一般家庭 3600

世帯分の電力使用量に相当する。発電した電力は全量「再生可能エネルギー固定価格買取

制度」に基づき、北陸電力に売電される。入善町沖では、総事業費は約 61億円で、2023年

6 月初めに 3 基の風車の設置が完了した。最終点検や試運転などを経て、2023 年 9月 22 日

より運転を開始した。 

この事業は、民間企業が 100％出資して港湾などを除く一般海域に洋上風力発電所を設

置するのは国内初である。また、この事業は、再エネ海域利用法に基づく一般海域の利用

ルールを適用せずに、富山県の条例に基づき海底の使用許可を取得し、3 年ごとに占有許

可を更新する形である。この事業は、日本の洋上風力発電の普及に貢献するとともに、地

域経済の活性化や雇用創出にも寄与すると期待されている（風力のビジネス情報サイト, 2023）

（JFE エンジニアリング株式会社, 2023）（株式会社ウェンティ・ジャパン, JFE エンジニアリング

株式会社,北陸電力株式会社, 2023）。 

 

1.2 問題意識 
日本は 2050 年カーボンニュートラル達成を目標として再生可能エネルギーの導入拡大を

進めている。中でも、洋上風力発電はその導入ポテンシャルが広域にわたることから日本
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で注目されている。日本国内における洋上風力発電の現状としては、再エネ海域利用法な

ど各種制度の構築・運用が進み導入が促進されている。 

洋上風力発電のデメリットについて、風車や基礎、海底ケーブルの設置工事、運転開始

後のメンテナンスにコストがかかると言われている。また、離岸距離や水深によってもコ

ストは異なり、陸域から遠く水深の深い海域にウインドファームが移行すると設置コスト

は上昇する。さらに、他の再生可能エネルギー事業と比較して大規模であるため、社会的

受容性とよばれる漁業者など海面利用者と地域住民の理解を得ることが重要であるとも指

摘されている。また、富山県東部沖は水深が非常に深い場所もある富山湾に隣接するとい

う特徴から、再エネ海域利用法における「一定の準備段階に進んでいる区域」に浮体式と

着床式両方が計画されている唯一の区域である。これより、今後日本において洋上風力発

電を推進するためには、着床式・浮体式洋上風力発電両方における、環境価値や社会的受

容性も加味した採算性の検討が必要であると考えられる。 

本研究の問題意識およびモチベーションは、着床式・浮体式洋上風力発電両方が設置可

能な富山県東部沖において、環境価値や社会的受容性も加味した費用便益分析を行ない、

採算性を高めるためにはどのような要素が必要か検討する点である。 

 

2. 先行研究および本研究の位置づけ 

2.1 先行研究 
着床式・浮体式洋上風力発電自体に関する研究として、木下他（2015）は日本における

海洋再生可能エネルギー開発の現状と将来展望について論じている。千葉県銚子沖の離岸

距離約 3.1km、水深約 11.9m に日本初（2012 年）の 2.4MW 重力式洋上風力発電所が正式に

完成し、2014 年には長崎県五島沖に 2MW のスパー型浮体式風力発電所が建設された。これ

らの実証試験は、洋上風力発電のコスト削減と高効率化を目的としたものである。しかし、

当時の洋上風力発電はコスト高やインフラ不足などの課題を抱えていたと指摘されている。

また、コスト削減と産業化を促進する可能性を秘めた浮体式風力・潮流エネルギー複合利

用発電技術「SKWID」についても触れている。 
着床式・浮体式洋上風力発電の費用便益に関する研究として、大和田（2019）は、米国

における陸上風力発電、着床式洋上風力発電、浮体式洋上風力発電の諸コストを分析し、

国内の洋上風力発電についても風車、インフラ、プロジェクトマネジメント等の側面から

論じた。そして、今後日本において洋上風力発電の開発を加速させる場合、欧州の経験、

既存のサプライチェーン、国内環境に適したイノベーション、各種インフラの整備を最大

限に活用する必要があると提言している。また、中條他（2020）では、浮体式洋上風力発

電の導入容量目標の設定と既存プロジェクトの初期費用分析を通じて、目標発電量を達成

するための目標発電コストを試算した。目標発電コストを 2030 年に 15 円/kWh、2050 年に

8 円/kWh と設定し、初期費用や運用費用をどの程度低減する必要があるか試算した結果、

初期費用を 2030 年で 5 億 3700 万円/MW, 2050 年で 3 億 4100 万円/MW にする必要があるこ

とを明らかにした。さらに、初期費用の中では、浮体の建造費および浮体・係留の設置費

用が大きいと考えられ、これらの低減が必要であるとし、このような高い目標を実現する

には、発電事業者、造船業界、土木建築業界、金融保険業界、大学等との協力が必要であ

ると示した。ほかにも、山本他（2013）では、福島県沖合での大規模浮体式洋上風力発電

所建設について、費用便益分析の手法を用い、経済的な評価を行った結果、負の純便益の
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現在価値（NPV）を算出し、非効率的であることが示された。このプロジェクトが正の純便

益をもたらすためには、風車一基あたりの費用の上限が提示された。この研究では、浮体

式洋上風力発電所の建設に関する政策決定において、経済的な側面だけでなく、環境的な

側面や社会的な側面も考慮する必要があることを示唆している。 

しかし、これらの論文には以下のような問題点がある。①2013 年以降の技術や市場の変

化を反映していない可能性がある。例えば、洋上風力発電のコストは、近年急速に低下し

ているという報告がある。また、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）の見直し

や洋上風力発電の入札制度の導入など、政策環境も変化している。これらの要因を考慮す

ると、洋上風力発電所の経済性は先行研究で示されたものよりも高くなる可能性がある。

②浮体式洋上風力発電所の建設に伴う環境的な便益や社会的な便益を十分に評価していな

い可能性がある。例えば、巨大な洋上風力発電設備により、海岸風景の損失や居住民への

圧迫感といった外部費用の発生が考えられる。③セカンダリーマーケットである風力発電

市場における余剰分析を行わず、自然災害などによる風力発電の大規模な停止といったリ

スクを分析していない。本研究でもセカンダリーマーケットと自然災害を考慮していない

が、これらは今後さらに検討すべき問題である。 

 

2.2. 本研究の位置づけ 
本研究では、2031 年 10 月に始まり 2055 年 4 月に終わる洋上浮力発電事業の費用便益分

析を行う。本研究の新規性は以下の点である。①最新のデータで研究を行う点。②「着床

式・浮体式」洋上風力発電所を比較した研究を行うことが可能である点。③景観費用など

先行研究では言及されなかった部分に対する分析が可能である点である。ただし、セカン

ダリーマーケットと自然災害は分析範囲・確率が明示できないため除外する。 

 

3. 分析のフレームワーク 

3.1 ベンチマークケースの設定 
本研究では、図 3 のような分析的枠組みを設定する。大規模な洋上風力発電所を設置し

ない場合を Withoutケースとし、2031年 10月から洋上風力発電所の建設を行なった場合を

With ケースとすることで、その費用と便益を比較する。また、「着床式/浮体式」洋上風

力発電所を比較した研究を行うために、With ケースのうち、建設する洋上風力発電全てを

着床式洋上風力発電とした場合を「With-A」、全てを浮体式洋上風力発電とした場合を

「With-B」、着床式、浮体式両方とした場合を「With-AB」とする。 
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図 3：分析的枠組み 

 
 

3.2 前提条件の整理 

3.2.1 建設基数の検討 

令和 4 年 3 月に富山県から公開された『富山県再生可能エネルギービジョン検討とりま

とめ』によると、洋上風力発電の導入ポテンシャルとして 571（MW）の設備容量が記載さ

れている（富山県, 2022）。ここで、再エネ海域利用法によって予定される、富山県内の大

規模洋上風力発電事業は本事業のみであり、ここから本事業の設備容量を 570（MW）に設

定することとする。 

対して、風車一基あたりの発電容量も年々大型化してきており、以下の表 6 に示すよう

に、近年では一基あたり 12（MW）のものまで出てきている。また、本事業が実際に運営さ

れる頃には 15（MW）の大きさが通常の大きさとして普及されているという予測から、本事

業の一基あたり発電容量は 15（MW）とする。これより、建設基数は 38基として設定する。 

 

表 6：風車サイズの変遷 

年度 定格出力 風車のウインド直径 

2010年 3（MW） 90（m） 

2013年 6（MW） 151（m） 

2016年 8（MW） 164（m） 

2021年 12（MW） 220（m） 

2030年 15～20（MW） 230～50（m） 

出典：国土交通省（2023）より筆者作成 

 

すなわち、With-Aケース（全て着床式洋上風力発電）の場合は 38基の着床式洋上風力発

電を建設する。With-Bケース（全て浮体式洋上風力発電）の場合は 38基の浮体式洋上風力

発電を建設する。With-AB ケース（全て浮体式洋上風力発電）の場合は 19 基の着床式洋上

風力発電と 19基の浮体式洋上風力発電を建設する。 

 

3.2.2 諸条件の整理 

費用便益の計算にあたって考慮しなければならない他の項目を表 7 に示す。これによっ

て続く費用便益の算出を行う。 
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表 7：費用便益分析にあたっての諸条件 

条件 内容 

CCUSの義務化 本研究では CCUSが 2035年に義務付けられ

るとし、そのタイミングで建設・運用を行

うと想定する 

CO2対策コストの節約 重複計上を避けるため、CO2対策コストの

節約 = CO2排出量削減による社会的費用の

削減とする 

電力市場全体への影響 電力市場における消費者の存在と、消費者

余剰の増減にとって本事業はマイナーな発

電であり、電力市場全体への影響が少ない

として検討しない 

 

なお本事業のプロジェクトタイムラインは図 4 に示される。2031 年から事業が始まると

して 2034 年から洋上風力発電機を建設し、2035 年から運転開始を目指す。これらは 20 年

間稼働したのちの 2055 年に全基撤去されると想定し、その撤去代までを一連の事業として

費用便益分析を行う。 

 

図 4：プロジェクトのタイムライン 

 
 

3.2.3 費用・便益主体の整理 

業者と政府に主体者を分けて費用と便益を整理すると、図 5 のようになる。富山県東部

沖で事業を行う入善マリンウインド合同会社のように、事業者が洋上風力発電所建設と売

電を行うと仮定した場合、かかる費用は、建設費と運営メンテナンス費（運転維持費と撤

去費）である。便益について、火力発電から発電限界費用が 0 円/kWh である再生可能エネ

ルギーに移行したことによる燃料代の節約と、前項の諸条件から火力発電所の CO2 対策は

2035 年に義務化されている状況であるため、火力発電から再生可能エネルギーに移行した

ことによる CO2対策コストの節約が挙げられる。また、政府および社会が被る費用として、

地域住民への影響として巨大な風車が建設されることによる視界への圧迫感といった景観

費用が挙げられる。日本版セントラル方式により、洋上風力発電事業のうち環境アセスメ

ントは JOGMEC が行うが、これにかかった費用は事業者に請求することができるため、事業

者が負担するものとする。 
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図 5：費用・便益の検討（主体者別） 

 
 

費用便益分析を行なうために社会全体で費用と便益を整理すると、図 6 のようになる。

社会と家計の費用便益の関係について、どのように家計に負担が分配されているのかを整

理しながら検討する。洋上風力発電事業に対する家計の負担は主に電気料金である。具体

的には、事業者の建設費と運営・メンテナンス費のうちのメンテナンス費は再生可能エネ

ルギー発電促進賦課金（再エネ賦課金）、運営・メンテナンス費のうちの運営費は託送料

金に転嫁されると考えられる。再エネ賦課金とは、電気事業者が買取制度 3で電気を買い取

るための費用に回され、最終的には再生可能エネルギーの発電事業者に届けられる仕組み

である（資源エネルギー庁, n.d.a）。託送料金は小売事業者が送配電事業者に払う「電気を

運ぶ」ための費用であり、送配電部門の人件費や送配電設備に係る修繕費、減価償却費な

どが該当するため、運営費がこれに当たる（資源エネルギー庁, n.d.b）。よって、家計が負

担する再エネ賦課金および託送料金は同義的には事業者の費用であると考えられる。よっ

て本研究における社会全体の費用項目では、建設費、運営・メンテナンス費、景観費用を

検討する。 

 

  

 
3「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」は、再生可能エネルギーで発電した電気を電力会社が

一定価格で一定期間買い取ることを国が約束する制度である。対象は「太陽光」「風力」「水力」

「地熱」「バイオマス」の 5 つのいずれかを使い、国が定める要件を満たす事業計画を策定し、そ

の計画に基づいて新たに発電を行う事業である。 
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図 6：費用・便益の検討（社会全体） 

 
 

費用便益分析で計上しない項目は、以下の通りである。まず売電収入について、図 7 の

ように発電限界費用が 0 円/kWh である洋上風力発電が電力市場に参入すると、出力抑制が

ない場合、発電限界費用が 0 円 kW 以上である火力発電は電力市場から追い出され、火力発

電による発電量がその分減少すると考える。その場合、売電収入は火力発電事業者から洋

上風力発電事業者に移行しているため社会全体で見た場合の売電収入の増減は発生してい

ないため計上しなかった。 

 

図 7：CCUS義務化による電力市場の変化 

 
 

自然災害について、現状分析より洋上風力発電の被災は少ないこと、また 20 年というプ

ロジェクトのスパンにおいて発生する確率が不明確かつ発生した場合には費用項目に大き

な影響を与えることが考えられるため計上しなかった。 

漁業者への補償費用について、現状分析より再エネ海域利用法における促進区域選定の

基準の一つとして「漁業に支障を及ぼさないことが見込まれること」を挙げており、漁業

影響に配慮していると考えて計上しなかった。騒音費用について、漁業者への影響は前述

の理由により、地域住民への影響は陸上風力発電と比較すると居住区より距離があり騒音

の影響は小さいと考えて計上しなかった。 
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洋上風力発電事業全体における CO2排出量（ライフサイクルアセスメント）コストについ

て、洋上風力発電用の風車の部品を製造・運搬する際の CO2 排出量も含めた事業全体の CO2

排出量を考慮する場合、関連する事業範囲は多岐に渡るため過剰に費用を計上する恐れが

ある。今回の費用便益分析の目的は富山県東部沖における洋上風力発電「自体」の費用便

益分析であるため計上しなかった。以上を検討した上での分析の概略検討フローは図 8 の

通りである。 

 

図 8：分析の概略検討フロー 

 
 

3.3 着床式洋上風力発電の費用便益分析 
この節では、着床式洋上風力発電の費用便益分析のフレームワークについて述べる。こ

こでの算出方法などをベースに浮体式洋上風力発電、感度分析を行う。 

 

3.3.1 便益項目の計算方法 

本項では洋上風力発電の 1 ライフサイクルにおける便益を示す。この便益項目は火力発

電から発電限界費用が 0 円/kWh である再生可能エネルギーに移行したことによる燃料代の

節約と、前項の諸条件から火力発電所の CO2 対策は 2035 年に義務化されている状況である

ため、火力発電から再生可能エネルギーに移行したことによる CO2対策コストの節約が挙げ

られる。 
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3.3.1.1 発電量の算出 

風力発電による発電量は、以下の式で導き出すことができる。 

 

年間発電量[kWh] = 定格出力[kW] × 設備利用率[%] × 8,760[時/年] 

 

本研究における設備利用率の基準値は 40%とする。自然エネルギー財団（2021）による

と、2018 年の洋上風力発電の設備利用率の国際的な加重平均は 43%であり、2030 年は 36%

～58%、2050 年は 43%～60%になると予測されている。また、経済産業省による再エネ海域

利用法に基づく公募において、2023年 11月対象の促進区域（青森県沖日本海（南側）、山

形県遊佐町沖）の設備利用率は 39.3%であり、前回対象促進区域（秋田県八峰町・能代市

沖、新潟県村上市・胎内市沖、秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖）は 34.8％である（経済

産業省, n.d.）。以上を考慮し、2032年から運転が始まる本事業の設備利用率は 40%と設定

した。 

出力制御は、需要以上に再エネが発電され電気が余る場合に需給バランスが崩れ停電が

発生することを防ぐため、図 9 のような優先給電ルールに従い決められた順に電源を確実

に制御するシステムである（資源エネルギー庁 n.d.c）。そして現在、図 9の④太陽光、風力

の出力制御は、特に太陽光発電の導入が進んでいる九州エリア以外でも生じており、今後

出力制御率が高まる可能性が指摘されている（資源エネルギー庁, 2022b）。その要因として、

火力発電の最低出力維持のため図 9 の①火力の抑制が完全には行なわれないこと、地域間

連系線（以下連系線）の容量不足により図 9 の②他地域への送電が十分に行われていない

ことが挙げられる（資源エネルギー庁, n.d.c）。 

 

図 9 優先給電ルールに基づく対応 

 
出典：資源エネルギー庁（n.d.c）より筆者作成 

 

本研究における風力発電による発電量の扱いについて、本来風力発電によって発電され

た電力の限界費用は 0 円/kWh であるため、発電された電力は全て使用されるはずである。

しかし、先に述べたように実際には再エネの出力抑制が行なわれている。ただし、本研究

における風力発電は電力ネットワーク全体でみたときにかなり小さい規模であること、風

力発電は太陽光発電と比較して発電量が安定しており出力抑制の対象となる確率が低いこ

とから、本研究において出力抑制は検討しないこととした。 

以上の式に今回使用する数値を代入すると、以下のようになる。 

 

570,000[kW] × 40[%] × 8,760[時/年] 

= 1,997,280,000[kWh] ＝ 1,997,280[MWh] = 1,997.28[GWh] 
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よって、年間発電量を 1,997.28GWhとする。 

 

3.3.1.1 燃料代の節約の算出 

燃料代の節約の算出は、以下の式で導き出すことができる。 

 

燃料代の節約[円] = LNG分の燃料代の節約（
年間発電量[kWh]

2 × LNG の発電原単位[kWh] 
 × LNG 価格[円]） 

＋ 石炭分の燃料代の節約（
年間発電量[kWh]

2 × 石炭の発電原単位[kWh]
 × 発電用石炭価格[円]） 

  

まず、風力発電が火力発電を置換することによって削減可能な火力発電量を算出する。次

に、火力発電量の減少から削減可能な燃料量を算出し、LNG および発電用石炭価格によっ

て金銭換算を行う。火力発電の燃料構成は、石油は 3.8%、LNG は 45.6%、石炭は 42%である

ため関西電力（2022）、本研究では LNG と石炭で半々とする。1t の燃料で発電した電力量を

示す発電原単位は、日本エネルギープランナー協会の資料から、LNG（t）が 7,050kWh、石

炭（t）が 2,915kWhとする（日本エネルギープランナー協会, 2015）。現在の価格は、「通関

統計」から LNGは 92,640円/t（新電力ネット, n.d.a）、発電用石炭価格は 26,780円/t（新

電力ネット n.d.b）とする。単年度燃料代の節約は以下のようになる。 

 

1,997,280,000[kWh] / 2/7,050[kWh] × 92,640[円]  

＋ 1,997,280,000[kWh]/2/2,915[kWh] × 26,780[円] ＝ 22,297,024,262 

 

よって、20年間の燃料代の節約は以下のようになる。 

 

223 + 
223

1 +0.04
 + 

223

(1 +0.04)
2
 + ⋯ + 

223

(1 +0.04)20  = 3254[億円] 

 

したがって、20年間の燃料代の節約を 3254 億円とする。 

 

3.3.1.2 CO2 対策コストの節約の算出 

CO2対策コストの節約の算出は、以下の式で導き出すことができる。 

 

CO2対策コストの節約の算出 

= LNG 分の CO2対策コストの節約（年間発電量[kWh]/2/LNG の CO2対策コスト[kWh/円]） 

＋ 石炭分の CO2対策コストの節約（年間発電量[kWh]/2/石炭の CO2対策コスト[kWh/円]） 

 

LNG と石炭で半々で事業者の CO2 対策コストを検討する。CO2 対策コストは表 8 より、石

炭が 0.7円/kWh、LNGが 0.3円/kWhとする。 
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表 8：燃料費＋CO2対策コストの範囲

 
出典： 電力広域的運営推進機関（2023b）より筆者作成 

 

単年度 CO2対策コストの節約は以下のようになる。 

 

 
1,997,280,000[kWh]

2
 × 0.7[円/kWh] + 

1,997,280,000[kWh]

2
 × 0.3[円/kWh] = 998,640,000[円]  

 

よって、20年間での CO2 対策コストの節約は以下のようになる。 

10 + 
10

1 +0.04
 + 

10

(1 +0.04)
2
 + ⋯ + 

10

(1 +0.04)20  = 146[億円] 

 

したがって、20年間の CO2対策コストの節約を 146億円とする。 

 

3.3.2 費用項目の計算方法 

本項では洋上風力発電の 1 ライフサイクルにおける費用を示す。この費用項目は以下の

図 10 で示されるように、大きく分けて 3 点に分けられる。よって、3.3.2.1 では最上部の

建設費を、3.3.2.2 では運営・メンテナンス費を、3.3.2.3 では景観費用について解説する。 

 

図 10：洋上風力発電の 1ライフサイクルにおける費用 

 
 

加えて、これらの建設費を算出するにあたっての基礎項目を以下の表 9 に示す。これら

のベースラインデータは主に 4.4.1の建設費算出にて用いる。 
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表 9：個々のベースラインデータ 

項目 数値 理由 

水深 12（m） 入善町の既存風車の水深から算出 

離岸距離 3（km） 秋田県の既存風車の離岸距離から算出 

地盤条件補正 0 地盤補正はなしと想定 

船舶供用係数 2.05 北陸地方の供用係数を算出 

運転年数 20（年） 運転年数を 20年と仮置き 

拠点港からの距離 30（km） 最寄りの富山港を拠点港として設定 

風車基数 38（基） 富山県の洋上風力発電ポテンシャルより算出 

定格出力 10（MW/基） 近年の風車大規模化より 10（MW）と設定 

風車間隔 1.1（km） 風車の間隔を直径の 5倍程度と想定 

鋼材価格 3,000（£/t） 3000 ポンドで仮置き 

送電ケーブル数 2（本） 送電用と予備用の 2種類を考える 

ポンド円換算 143.27（￥/£） 2022 年の購買力平価から為替レートを設定 

 

3.3.2.1 建設費の算出 

建設費の内訳として、風車や変電所・基礎構造物といったそれ自体の「設備費」に加え、

それらを設置するための「工事費」、および港湾費や撤去費といった「その他の費用」の

3 つに分けられる。よって、これらの各項目の算出を、算出式と具体的な数値を伴い実行

する。なお、算出には欧州での洋上風力発電事業における最新の数値を活用し、それを適

用した。計算時には単位としてポンドを用い、最終的にベースラインデータを 2023 年の購

買力平価により円換算を行った。 

 

（1） 風力発電機設備費：WTC 

以下の表 10で示されるパラメータ、および（1-1）式によって算出される。 

 

WTC = （811.5×Pr + 1,897） × 1,000 × N （1-1） 
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表 10：WTCにおける記号 

記号 項目 数値 

Pr 風車定格出力 10（MW） 

N 風車基数 38（基） 

 

（2） 基礎構造物設備費：SSC 

以下の表 11 で示されるパラメータ、および（2-1）式、（2-2）式、（2-3）式、（2-4）

式によって算出される。 

 

SSC = π Dss × Tss × Lss × PsRate × ρ × N （2-1） 

Dss = max（css × Dph2 + dss × Dph + ess, 4） （2-2） 

Tss = min（（fss × Dph + gss）×（Pr ÷ 10）0.5  ÷  1,000, 0.2） （2-3） 

Lss = 2×Dph + 20 （2-4） 

 

表 11：SSCにおける記号 

記号 項目 数値 

css モノパイル直径の増加係数 0.0003 

dss モノパイル直径の増加係数 0.0907 

Dss モノパイル直径 4.8343（m） 

ess モノパイル直径の増加係数 3.7027 

fss モノパイル厚みの増加係数 0.7177 

gss モノパイル厚みの増加係数 50.609 

Lss モノパイル長さ 44（m） 

RsRate 鋼材価格 3,000（£/t） 

Tss モノパイルの板厚 0.0592214（m） 

ρ 鋼材密度 7.784（ton/m3） 

 

（3） アレイケーブル設備費：ACC 

以下の表 12で示されるパラメータ、および（3-1）式、（3-2）式によって算出される。 

 

ACC = Cac × Lacc （3-1） 

Lacc = N × DWT （3-2） 
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表 12：ACCにおける記号 

記号 項目 数値 

Cac アレイケーブル単価 486,000（￡/km） 

DWT 風車間隔 1.10（km） 

Lacc アレイケーブル長さ 5.7（km） 

 

（4） 送電ケーブル設備費：ECC 

以下の表 13で示されるパラメータ、および（4-1）式によって算出される。 

 

ECC = Cec × DTC × Nec  （4-1） 

 

表 13：ECCにおける記号 

記号 項目 数値 

Cec 送電ケーブル単価 648,000（£/km） 

Nec 送電ケーブル本数 2（本） 

 

（5） 変電所設備費：TSC 

以下の表 14で示されるパラメータ、および（5-1）式によって算出される。 

 

TSC = （Conts + Cofts） × 1,000 × Pr × N  （5-1） 

 

表 14：ECCにおける記号 

記号 項目 数値 

Conts 陸上変電所の設備費 30（k￡/MW） 

Cotfs 洋上変電所の設備費 120（k￡/MW） 

 

（6） 工事費：IC 

以下の表 15で示されるパラメータ、および（6-1）式によって算出される。 

 

IC = ICsub + ICwt + ICcable + ICss + ICo （6-1） 
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表 15：SSCにおける記号 

記号 項目 数値 

ICsub 基礎工事費 3,769,257.913（￡/MW） 

ICwt 風車工事費 4,077,502.775（￡/MW） 

ICcable ケーブル工事費 19,370,029（￡/MW） 

ICss 洋上変電所工事費 4,331,809.194（￡/MW） 

ICo その他の施工費 1,396,500,00（￡/MW） 

 

（7） 港湾費：PC 

以下の表 16で示されるパラメータ、および（7-1）式によって算出される。 

 

PC = 35,000 × N （7-1） 

 

表 16：PC における記号 

記号 項目 数値 

N 風車基数 38（本） 

 

（8） 予備費：CC 

以下の表 17 で示されるパラメータ、および（8-1）式によって算出される。NEDO の資料

にならい本研究でも Ccc = 0とする。 

 

CC = Ccc × ICC （8-1） 

 

表 17：CC における記号 

記号 項目 数値 

Ccc 予備費率 0（%） 

ICC 総工事費 58,762,986（£） 

 

（9） 設計・調査費：DC 

（9-1）式によって算出される。 

 

DC = 0.05*ICC （9-1） 

 

（10） 基礎地盤補正費：FC 
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本研究では地盤補正費用はかからないものとして計算する。 

 

（11） 撤去費：DECEX 

以下の表 18で示されるパラメータ、および（11-1）式によって算出される。 

 

DECEX = 5.8 × 10,000 × N × Pr （11-1） 

 

ただし、上記の（11-1）式で計算される数値は現在の価値であり、撤去費は 20 年後の割

引現在価値にて計算される必要がある。これより社会的割引率を 4%として、（11-1）式は

以下の（11-2）式として最終的に算出される。 

 

DECEX（current） = DECEX × 0.474642424 （11-2） 

 

表 18：DECEX における記号 

記号 項目 数値 

N 風車基数 57（年） 

Pr 定格出力 10×1,000（KW） 

 

（12） 総工事費の算出 

よって、上記の（1）から（11）を足したものが、本事業における総工事費として計算さ

れる。これを以下の表 19 にて示す。これより、概算で総工事費は約 1300 億円であること

が算出される。 

 

表 19：総工事費の算出 

記号 名称 費用 

WTC 風力発電機設備費 545（億円） 

SSC 基礎構造物設備費 324（億円） 

ACC アレイケーブル設備費 2.64（億円） 

ECC 送電ケーブル設備費 5.57（億円） 

TSC 変電所設備費 81（億円） 

IC 工事費 168（億円） 

PC 港湾費 1.9（億円） 

FC 基礎地盤補正費 0（億円） 
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DC 設計・調査費 112（億円） 

DECEX（current） 撤去費 330（億円） 

SUM 総建設費用 1,299（億円） 

 

3.3.2.2 運営メンテナンス費の算出 
（1）運転維持費 

運転維持費用は 1.32[万円/kW/年]31 であることから、単年度運転維持費は以下のように

なる。 

 

1.32[万円/kW/年] × 570,000[kW] = 752,400[万円] 

 

よって、20年間の運転維持費は以下のようになる。 

 

75 + 
75

1 +0.04
 + 

75

(1 +0.04)
2
 + ⋯ + 

75

(1 +0.04)20  = 1,098[億円] 

 

したがって、20年間の運転維持費を 1,098億円とする。 

 

（2）撤去費用 

撤去費用は、5.8（万円/kW）31であることから、撤去費用は以下のようになる。 

 

5.8[万円/kW] × 570,000[kW] ＝ 3,306,000[万円] 

 

3.3.2.3 景観費用の算出 

景観費用の算出方法として考えられる手法は仮想市場評価法、ヘドニック法、旅行費用

法など様々であるが、日本における洋上風力発電を対象とした景観費用を算出した先行研

究はほとんど見られない。また、フォトモンタージュ等を作成し、建設予定地域住民への

アンケート調査を行うことは本研究において時間的、コスト的制約が大きいため実施には

至らなかった。 

そこで本研究では、デラウェア州を対象に行われた先行研究における洋上風力発電設備

建設による景観費用の値を用い、計算を行った。 

今回使用するデータは Andrew D Krueger, et al.（2011）によるものであり、1マイル

=1.609km に、購買力平価換算により 1 ドル=133 円という値に換算して計算を行っている。

また先行研究で想定されている発電施設のサイズは 10MW 級であり、今回検討する 15MW 級

と比較するとサイズが約 60m 程度小さくなり視覚的な誤差がある可能性があるが、程度が

不明なため調整は行わないこととする。 

先行研究ではアンケート調査を用い、その結果から作成したデータによって以下の（12-

1）式から景観費用の計算が行われている。 
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Vd  = 
1

R
∑ β

TFTS

r
 - β

d

r

- β
fee

R
r=1  （12-1） 

 

𝑉𝑉𝑑𝑑は外観費用、Rはサンプルサイズ 5000で𝛽𝛽𝑻𝑻𝑻𝑻𝑻𝑻𝑻𝑻𝒓𝒓 は洋上風力発電が見えないほど遠くにあ

る時の係数、𝛽𝛽𝒅𝒅𝒓𝒓は距離ダミーの係数、𝛽𝛽𝒇𝒇𝒇𝒇𝒇𝒇は料金の係数（所得の限界効用）になっている。 

以上の計算式によって算出されたデータを換算した結果が以下の表 20である。 

 

表 20：景観費用 

 内地（56.315km） 湾岸（6.436km） 海岸（0.9654km） 

距離 外部費用/各世帯 

1.4481（km） 1,653（円） 2,958（円） 6,960（円） 

3（km） 1,342（円） 2,243（円） 6,618（円） 

5.7924（km） 783（円） 957（円） 6,003（円） 

9.654（km） 87（円） 522（円） 3,045（円） 

14.481（km） 0（円） 174（円） 2,349（円） 

 

3km 地点に関してはピンポイントでのデータが示されていないため、図 11 のグラフを元

に近似値を設定した。また、景観費用の単位は 1世帯の1年あたり費用で計算されており、

今回は表 21 のように富山県東部沖に面する入善町の世帯数から景観費用を算出した（入善

町, 2023）。世帯数の計算は図 12 に示される入善町区別地図より海岸からの概算距離によ

って分類し行なった。 

 

表 21：入善町居住区別世帯数 

居住地 内地 湾岸 海岸 

世帯数 1,148（世帯） 5,523（世帯） 2,174（世帯） 

 

よって年間の景観費用は、世帯数 × 景観費用によって算出され、3km地点では以下のよ

うになる。 

 

1,342[円] × 1,148[世帯] + 2,243[円] × 5,523[世帯] + 6,618[円] × 2,174[世帯]  

= 43,230,331[円] 
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図 11：景観費用グラフ 

 
出典：Andrew D Krueger, et al.（2011）より 

 

図 12 ：入善町区別地図 

 
出典：入善町（2021）より 
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3.4 浮体式洋上風力発電の費用便益分析 

3.4.1 便益項目における変更事項 

（1）設備利用率 

着床式から浮体式に変更することで、離岸距離の変化による風況設備利用率の上昇が考

えられる。これは燃料代の節約と CO2対策コストの節約双方に影響する。上昇程度について、

Hywind Scotland における浮体式洋上風力発電所（離岸距離約 25km）の年間平均設備利用

率は 57.1%である（長崎大学海洋未来イノベーション機構, 2022）。一方、福島沖における福

島沖での浮体式洋上風力発電システム実証研究事業（離岸距離 20km）の平均設備利用率は 

31.1%である（福島沖での浮体式洋上風力発電システム実証研究事業総括委員会, 2021）。そのた

め、本研究においては、欧州と日本の風況の違いおよび技術革新なども加味して浮体式洋

上風力発電の場合の設備利用率を 45%とする。 

 

3.4.2 費用項目における変更事項 

（1）建設費 

国立研究開発法人科学技術振興機構 低炭素社会戦略センター（n.d.）によると、着床式

から浮体式に変更することで建設費が 2.76 倍になると試算されているため、この値を用い

る。なお、この算出方法は LCA の文献や市場調査などを元に、必要な材料費、建設費など

を概算して、低炭素社会戦略センターが計算したものである。なお、運転メンテナンス費

については、高くなることが見込まれるが程度が不明のため変更なしとする。ただし、運

転メンテナンス費のうち運転維持費について、飯田・松信（2021）によると、洋上風力発

電コスト全体において運転維持費は着床式洋上風力発電の場合 48.6％、浮体式洋上風力発

電の場合 37.9%であり一程度の割合を占めることを留意する必要がある。 

 

（2）景観費用 

離岸距離の変化による経済産業省と NEDO は、浮体式洋上風力発電に関するグリーンイノ

ベーション基金について、フェーズ 2 となる実証事業の候補区域として「北海道石狩市浜

益沖」「北海道岩宇・南後志地区沖」「秋田県南部沖」「愛知県田原市・豊橋市沖」の 4

区域を選定したと 10月 3日に発表した。各候補区域の詳細は表 22の通りである。よって、

本事業においても浮体式洋上風力を建設する場合の離岸距離は最低でも 10km になると考え、

この値を基準値として設定する。 
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表 22：各候補区域の立地データ 

候補区域 面積 風況 水深 離岸距離 波高 

北海道石狩市浜益

沖 

2.5（km2） 8.5～9.0（m/s） 70～80（m） 8.0～9.5（km） 3.0～6.9（m） 

北海道岩宇・南後

志地区沖 

348（km2） 6.5～8.5（m/s） 50～500（m） 10.0（km） 0.2～1.4（m） 

秋田県南部沖 30（km2） 7.5～8.0（m/s） 400（m） 20～30（km） 1.2～1.4（m） 

愛知県田原市・豊

橋市沖 

13.06（km2） 8.5～9.0（m/s） 80～130（m） 14～18（km） 1.0～1.2（m） 

出典：工藤（2023）より筆者作成 

 

浮体式洋上風力発電で想定される 9.654km 地点での年間の景観費用は以下のようになる。 

 

87 × 1,148 + 522 × 5,523 + 3,045 × 2,174 = 14,659,998[円] 

 

3.5 感度分析 
表 23 は感度分析を行う変数及び感度分析の幅をまとめたものである。先述した費用便益

分析のうち、設備利用率、CO2 対策コストの節約、景観費用は感度分析を行う。感度分析は

基準値から 20%減少と 20%を選択し、ベストケース（便益（青のあみかけ）が高く、費用

（赤のあみかけ）が低くなる）とワーストケース（便益（青のあみかけ）が低く、費用

（赤のあみかけ）が高くなる）を作成した。設備利用率について、風況の変化及び出力抑

制により変動の可能性があると考えた。CO2 対策コストの節約について、社会情勢の変化お

よび洋上風力発電事業全体における CO2排出量（ライフサイクルアセスメント）コストによ

り変動の可能性があると考えた。景観費用は先行研究の対象地域であるデラウェアと富山

県東部沖の地域特性や住民の属性の違いおよび風車サイズの違いによる誤差により変動の

可能性があると考えた。 
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表 23：感度分析対象変数まとめ 

変動要因 基準値 変動ケース 

（i）ベストケー

ス 

（ii）ワースト

ケース 

設備利用率（着床式） 40（%） 48（%） 32（%） 

設備利用率（浮体式） 45（%） 54（%） 36（%） 

CO2対策コストの節約 0.54（円） 0.6（円） 0.4（円） 

景観費用（着床式） 

（20年間での合計） 

6.3（億円） 5.0（億円） 7.6（億円） 

景観費用（浮体式） 

（20年間での合計） 

2.1（億円） 1.7（億円） 2.5（億円） 

 

4. 分析結果 

4.1 着床式洋上風力発電 

4.1.1 結果 

費用便益分析の結果は表 24 の通りで、純便益は約 844.9 億円となった。各年度の詳細は

表 25 の通りである。 

 

表 24：着床式洋上風力発電（With-Aケース）の費用便益分析 

費用 建設費 1299.0（億円） 

運転維持費 1097.8（億円） 

撤去費 330.6（億円） 

景観費用 6.3（億円） 

費用合計 2553.9（億円） 

便益 燃料代の節約 3253.2（億円） 

CO2対策コストの節約 145.7（億円） 

 
4LNG（0.3 円/kWh）と石炭（0.7 円/kWh）で半々で事業者の CO2 対策コストを検討するため、平均し

た CO2対策コストは 0.5 円/kWh である。 
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便益合計 3398.9（億円） 

純便益 約 844.9億円の便益 

 

表 25：着床式洋上風力発電（With-Aケース）の各年度の費用便益分析 

 
 

4.1.2 感度分析 

（１）ベストケース 

費用便益分析の結果は表26の通りで、約 1560.9億円の便益が発生することが分かった。

各年度の詳細は表 27 の通りである。 主に燃料代の節約が 3253.2 億円から 3903.9 億円に

なったことが大きな要因といえる。 

 

表 26：ベストケースにおける着床式洋上風力発電（With-Aケース）の費用便益分析 

費用 建設費 1299.0（億円） 

運転維持費 1097.8（億円） 

撤去費 330.6（億円） 

景観費用 5.0（億円） 

費用合計 2552.7（億円） 

便益 燃料代の節約 3903.9（億円） 

CO2対策コストの節約 209.8（億円） 

便益合計 4113.7（億円） 

純便益 約 1560.9億円の便益 

 

表 27：ベストケースにおける着床式洋上風力発電（With-Aケース）の各年度の費用便益分析 

年度 年目 社会的割引率 便益 (PV) 便益合計 燃料代替 CO2対策費節約 費用 (PV) 費用合計 建設費 運転維持費 撤去費 景観費用 純便益
2035 0 1.000 23295664262 23295664262 22297024262 998640000 137468633850 137468633850 129901403519 7524000000 0 43230331 -114172969588
2036 1 0.962 22399677175 23295664262 22297024262 998640000 7276183011 7567230331 0 7524000000 0 43230331 15123494164
2037 2 0.925 21538151129 23295664262 22297024262 998640000 6996329818 7567230331 0 7524000000 0 43230331 14541821312
2038 3 0.889 20709760701 23295664262 22297024262 998640000 6727240209 7567230331 0 7524000000 0 43230331 13982520492
2039 4 0.855 19913231444 23295664262 22297024262 998640000 6468500201 7567230331 0 7524000000 0 43230331 13444731242
2040 5 0.822 19147337927 23295664262 22297024262 998640000 6219711732 7567230331 0 7524000000 0 43230331 12927626194
2041 6 0.790 18410901852 23295664262 22297024262 998640000 5980492050 7567230331 0 7524000000 0 43230331 12430409802
2042 7 0.760 17702790243 23295664262 22297024262 998640000 5750473125 7567230331 0 7524000000 0 43230331 11952317118
2043 8 0.731 17021913695 23295664262 22297024262 998640000 5529301082 7567230331 0 7524000000 0 43230331 11492612613
2044 9 0.703 16367224707 23295664262 22297024262 998640000 5316635656 7567230331 0 7524000000 0 43230331 11050589051
2045 10 0.676 15737716064 23295664262 22297024262 998640000 5112149669 7567230331 0 7524000000 0 43230331 10625566395
2046 11 0.650 15132419292 23295664262 22297024262 998640000 4915528528 7567230331 0 7524000000 0 43230331 10216890765
2047 12 0.625 14550403166 23295664262 22297024262 998640000 4726469738 7567230331 0 7524000000 0 43230331 9823933428
2048 13 0.601 13990772275 23295664262 22297024262 998640000 4544682441 7567230331 0 7524000000 0 43230331 9446089834
2049 14 0.577 13452665649 23295664262 22297024262 998640000 4369886962 7567230331 0 7524000000 0 43230331 9082778687
2050 15 0.555 12935255432 23295664262 22297024262 998640000 4201814387 7567230331 0 7524000000 0 43230331 8733441045
2051 16 0.534 12437745607 23295664262 22297024262 998640000 4040206141 7567230331 0 7524000000 0 43230331 8397539466
2052 17 0.513 11959370776 23295664262 22297024262 998640000 3884813597 7567230331 0 7524000000 0 43230331 8074557179
2053 18 0.494 11499394977 23295664262 22297024262 998640000 3735397690 7567230331 0 7524000000 0 43230331 7763997288
2054 19 0.475 11057110555 23295664262 22297024262 998640000 3591728548 7567230331 0 7524000000 0 43230331 7465382007
2055 20 0.456 10631837072 23295664262 22297024262 998640000 18541737583 40627230331 0 7524000000 33060000000 43230331 -7909900511

合計 339891343999 255397916017 84493427982
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（２）ワーストケース 

費用便益分析の結果は表 28 の通りで、約 140.5 億円の便益が発生することが分かった。

各年度の詳細は表 29の通りである。 

 

表 28：ワーストケースにおける着床式洋上風力発電（With-Aケース）の費用便益分析 

費用 建設費 1299.0（億円） 

運転維持費 1097.8（億円） 

撤去費 330.6（億円） 

景観費用 7.6（億円） 

費用合計 2555.2（億円） 

便益 燃料代の節約 2602.6（億円） 

CO2対策コストの節約 93.2（億円） 

便益合計 2695.8（億円） 

純便益 約 140.5億円の便益 

 

表 29：ワーストケースにおける着床式洋上風力発電（With-Aケース）の各年度の費用便益分析 

年度 年目 社会的割引率 便益 (PV) 便益合計 燃料代替 CO2対策費節約 費用 (PV) 費用合計 建設費 運転維持費 撤去費 景観費用 純便益
2035 0 1.000 28194470714 28194470714 26756429114 1438041600 137459987784 137459987784 129901403519 7524000000 0 34584265 -109265517070
2036 1 0.962 27110067994 28194470714 26756429114 1438041600 7267869485 7558584265 0 7524000000 0 34584265 19842198509
2037 2 0.925 26067373071 28194470714 26756429114 1438041600 6988336044 7558584265 0 7524000000 0 34584265 19079037028
2038 3 0.889 25064781799 28194470714 26756429114 1438041600 6719553888 7558584265 0 7524000000 0 34584265 18345227911
2039 4 0.855 24100751730 28194470714 26756429114 1438041600 6461109508 7558584265 0 7524000000 0 34584265 17639642222
2040 5 0.822 23173799741 28194470714 26756429114 1438041600 6212605296 7558584265 0 7524000000 0 34584265 16961194445
2041 6 0.790 22282499751 28194470714 26756429114 1438041600 5973658938 7558584265 0 7524000000 0 34584265 16308840812
2042 7 0.760 21425480529 28194470714 26756429114 1438041600 5743902825 7558584265 0 7524000000 0 34584265 15681577704
2043 8 0.731 20601423586 28194470714 26756429114 1438041600 5522983486 7558584265 0 7524000000 0 34584265 15078440100
2044 9 0.703 19809061140 28194470714 26756429114 1438041600 5310561044 7558584265 0 7524000000 0 34584265 14498500096
2045 10 0.676 19047174173 28194470714 26756429114 1438041600 5106308696 7558584265 0 7524000000 0 34584265 13940865477
2046 11 0.650 18314590551 28194470714 26756429114 1438041600 4909912208 7558584265 0 7524000000 0 34584265 13404678343
2047 12 0.625 17610183222 28194470714 26756429114 1438041600 4721069431 7558584265 0 7524000000 0 34584265 12889113792
2048 13 0.601 16932868483 28194470714 26756429114 1438041600 4539489837 7558584265 0 7524000000 0 34584265 12393378646
2049 14 0.577 16281604311 28194470714 26756429114 1438041600 4364894074 7558584265 0 7524000000 0 34584265 11916710236
2050 15 0.555 15655388760 28194470714 26756429114 1438041600 4197013533 7558584265 0 7524000000 0 34584265 11458375227
2051 16 0.534 15053258423 28194470714 26756429114 1438041600 4035589936 7558584265 0 7524000000 0 34584265 11017668488
2052 17 0.513 14474286946 28194470714 26756429114 1438041600 3880374938 7558584265 0 7524000000 0 34584265 10593912007
2053 18 0.494 13917583601 28194470714 26756429114 1438041600 3731129748 7558584265 0 7524000000 0 34584265 10186453853
2054 19 0.475 13382291924 28194470714 26756429114 1438041600 3587624758 7558584265 0 7524000000 0 34584265 9794667167
2055 20 0.456 12867588389 28194470714 26756429114 1438041600 18537791632 40618584265 0 7524000000 33060000000 34584265 -5670203243

合計 411366528841 255271767090 156094761751
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4.2 浮体式洋上風力発電 

4.2.1 結果 

費用便益分析の結果は表30の通りで、約 1012.2億円の損失が発生することが分かった。

各年度の詳細は表 31の通りである。 

 

表 30：浮体式洋上風力発電（With-Bケース）の費用便益分析 

費用 建設費 3585.2（億円） 

運転維持費 1097.8（億円） 

撤去費 330.6（億円） 

景観費用 2.1（億円） 

費用合計 4836.0（億円） 

便益 燃料代の節約 3659.9（億円） 

CO2対策コストの節約 163.9（億円） 

便益合計 3823.8（億円） 

純便益 約 1012.2億円の損失 

 

  

年度 年目 社会的割引率 便益 (PV) 便益合計 燃料代替 CO2対策費節約 費用 (PV) 費用合計 建設費 運転維持費 撤去費 景観費用 純便益
2035 0 1.000 18476749009 18476749009 17837619409 639129600 137477279916 137477279916 129901403519 7524000000 0 51876397 -119000530907
2036 1 0.962 17766104816 18476749009 17837619409 639129600 7284496536 7575876397 0 7524000000 0 51876397 10481608281
2037 2 0.925 17082793093 18476749009 17837619409 639129600 7004323592 7575876397 0 7524000000 0 51876397 10078469501
2038 3 0.889 16425762589 18476749009 17837619409 639129600 6734926531 7575876397 0 7524000000 0 51876397 9690836058
2039 4 0.855 15794002489 18476749009 17837619409 639129600 6475890895 7575876397 0 7524000000 0 51876397 9318111594
2040 5 0.822 15186540855 18476749009 17837619409 639129600 6226818168 7575876397 0 7524000000 0 51876397 8959722687
2041 6 0.790 14602443130 18476749009 17837619409 639129600 5987325162 7575876397 0 7524000000 0 51876397 8615117968
2042 7 0.760 14040810702 18476749009 17837619409 639129600 5757043425 7575876397 0 7524000000 0 51876397 8283767277
2043 8 0.731 13500779521 18476749009 17837619409 639129600 5535618678 7575876397 0 7524000000 0 51876397 7965160843
2044 9 0.703 12981518770 18476749009 17837619409 639129600 5322710267 7575876397 0 7524000000 0 51876397 7658808503
2045 10 0.676 12482229587 18476749009 17837619409 639129600 5117990641 7575876397 0 7524000000 0 51876397 7364238945
2046 11 0.650 12002143834 18476749009 17837619409 639129600 4921144848 7575876397 0 7524000000 0 51876397 7080998986
2047 12 0.625 11540522917 18476749009 17837619409 639129600 4731870046 7575876397 0 7524000000 0 51876397 6808652871
2048 13 0.601 11096656651 18476749009 17837619409 639129600 4549875044 7575876397 0 7524000000 0 51876397 6546781607
2049 14 0.577 10669862164 18476749009 17837619409 639129600 4374879850 7575876397 0 7524000000 0 51876397 6294982314
2050 15 0.555 10259482850 18476749009 17837619409 639129600 4206615240 7575876397 0 7524000000 0 51876397 6052867610
2051 16 0.534 9864887356 18476749009 17837619409 639129600 4044822346 7575876397 0 7524000000 0 51876397 5820065010
2052 17 0.513 9485468612 18476749009 17837619409 639129600 3889252256 7575876397 0 7524000000 0 51876397 5596216355
2053 18 0.494 9120642896 18476749009 17837619409 639129600 3739665631 7575876397 0 7524000000 0 51876397 5380977265
2054 19 0.475 8769848938 18476749009 17837619409 639129600 3595832337 7575876397 0 7524000000 0 51876397 5174016601
2055 20 0.456 8432547056 18476749009 17837619409 639129600 18545683535 40635876397 0 7524000000 33060000000 51876397 -10113136479

合計 269581797835 255524064945 14057732891
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表 31：浮体式洋上風力発電（With-Bケース）の各年度の費用便益分析 

 
 

4.2.2 感度分析 

（１）ベストケース 

費用便益分析の結果は表 32 の通りで、約 207.8 億円の損失が発生することが分かった。

各年度の詳細は表 33の通りである。 

 

表 32：ベストケースにおける浮体式洋上風力発電（With-Bケース）の費用便益分析 

費用 建設費 3585.2（億円） 

運転維持費 1097.8（億円） 

撤去費 330.6（億円） 

景観費用 1.7（億円） 

費用合計 4835.6（億円） 

便益 燃料代の節約 4391.8（億円） 

CO2対策コストの節約 236.0（億円） 

便益合計 4627.8（億円） 

純便益 約 207.8億円の損失 

 

  

年度 年目 社会的割引率 便益 (PV) 便益合計 燃料代替 CO2対策費節約費用 (PV) 費用合計 建設費 運転維持費 撤去費 景観費用 純便益
2035 0 1.000 26207622294 26207622294 25084152294 1123470000 366066533710 366066533710 358527873712 7524000000 0 14659998 -339858911416
2036 1 0.962 25199636821 26207622294 25084152294 1123470000 7248711537 7538659998 0 7524000000 0 14659998 17950925285
2037 2 0.925 24230420021 26207622294 25084152294 1123470000 6969914939 7538659998 0 7524000000 0 14659998 17260505082
2038 3 0.889 23298480789 26207622294 25084152294 1123470000 6701841287 7538659998 0 7524000000 0 14659998 16596639502
2039 4 0.855 22402385374 26207622294 25084152294 1123470000 6444078161 7538659998 0 7524000000 0 14659998 15958307213
2040 5 0.822 21540755167 26207622294 25084152294 1123470000 6196229001 7538659998 0 7524000000 0 14659998 15344526166
2041 6 0.790 20712264584 26207622294 25084152294 1123470000 5957912501 7538659998 0 7524000000 0 14659998 14754352083
2042 7 0.760 19915639023 26207622294 25084152294 1123470000 5728762020 7538659998 0 7524000000 0 14659998 14186877003
2043 8 0.731 19149652907 26207622294 25084152294 1123470000 5508425019 7538659998 0 7524000000 0 14659998 13641227887
2044 9 0.703 18413127795 26207622294 25084152294 1123470000 5296562519 7538659998 0 7524000000 0 14659998 13116565276
2045 10 0.676 17704930572 26207622294 25084152294 1123470000 5092848576 7538659998 0 7524000000 0 14659998 12612081997
2046 11 0.650 17023971704 26207622294 25084152294 1123470000 4896969784 7538659998 0 7524000000 0 14659998 12127001920
2047 12 0.625 16369203562 26207622294 25084152294 1123470000 4708624793 7538659998 0 7524000000 0 14659998 11660578769
2048 13 0.601 15739618809 26207622294 25084152294 1123470000 4527523839 7538659998 0 7524000000 0 14659998 11212094970
2049 14 0.577 15134248855 26207622294 25084152294 1123470000 4353388307 7538659998 0 7524000000 0 14659998 10780860548
2050 15 0.555 14552162361 26207622294 25084152294 1123470000 4185950295 7538659998 0 7524000000 0 14659998 10366212066
2051 16 0.534 13992463808 26207622294 25084152294 1123470000 4024952207 7538659998 0 7524000000 0 14659998 9967511602
2052 17 0.513 13454292123 26207622294 25084152294 1123470000 3870146353 7538659998 0 7524000000 0 14659998 9584145771
2053 18 0.494 12936819349 26207622294 25084152294 1123470000 3721294570 7538659998 0 7524000000 0 14659998 9215524780
2054 19 0.475 12439249374 26207622294 25084152294 1123470000 3578167856 7538659998 0 7524000000 0 14659998 8861081519
2055 20 0.456 11960816706 26207622294 25084152294 1123470000 18528698456 40598659998 0 7524000000 33060000000 14659998 -6567881750

合計 382377761999 483607535728 -101229773729
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表 33：ベストケースにおける浮体式洋上風力発電（With-Bケース）の各年度の費用便益分析 

 
 

（２）ワーストケース 

費用便益分析の結果は表34の通りで、約 1803.6億円の損失が発生することが分かった。

各年度の詳細は表 35の通りである。 

 

表 34：ワーストケースにおける浮体式洋上風力発電（With-Bケース）の費用便益分析 

費用 建設費 3585.2（億円） 

運転維持費 1097.8（億円） 

撤去費 330.6（億円） 

景観費用 2.6（億円） 

費用合計 4836.4（億円） 

便益 燃料代の節約 2927.9（億円） 

CO2対策コストの節約 1049.0（億円） 

便益合計 3976.9（億円） 

純便益 約 1803.6億円の損失 

 

  

年度 年目 社会的割引率 便益 (PV) 便益合計 燃料代替 CO2対策費節約費用 (PV) 費用合計 建設費 運転維持費 撤去費 景観費用 純便益
2035 0 1.000 31718779553 31718779553 30100982753 1617796800 366066533710 366063601711 358527873712 7524000000 0 11727998 -334347754157
2036 1 0.962 30498826493 31718779553 30100982753 1617796800 7245892306 7535727998 0 7524000000 0 11727998 23252934187
2037 2 0.925 29325794705 31718779553 30100982753 1617796800 6967204141 7535727998 0 7524000000 0 11727998 22358590565
2038 3 0.889 28197879524 31718779553 30100982753 1617796800 6699234751 7535727998 0 7524000000 0 11727998 21498644774
2039 4 0.855 27113345696 31718779553 30100982753 1617796800 6441571875 7535727998 0 7524000000 0 11727998 20671773821
2040 5 0.822 26070524708 31718779553 30100982753 1617796800 6193819111 7535727998 0 7524000000 0 11727998 19876705597
2041 6 0.790 25067812219 31718779553 30100982753 1617796800 5955595299 7535727998 0 7524000000 0 11727998 19112216920
2042 7 0.760 24103665595 31718779553 30100982753 1617796800 5726533941 7535727998 0 7524000000 0 11727998 18377131654
2043 8 0.731 23176601534 31718779553 30100982753 1617796800 5506282636 7535727998 0 7524000000 0 11727998 17670318898
2044 9 0.703 22285193783 31718779553 30100982753 1617796800 5294502535 7535727998 0 7524000000 0 11727998 16990691248
2045 10 0.676 21428070945 31718779553 30100982753 1617796800 5090867822 7535727998 0 7524000000 0 11727998 16337203123
2046 11 0.650 20603914370 31718779553 30100982753 1617796800 4895065213 7535727998 0 7524000000 0 11727998 15708849157
2047 12 0.625 19811456125 31718779553 30100982753 1617796800 4706793474 7535727998 0 7524000000 0 11727998 15104662651
2048 13 0.601 19049477043 31718779553 30100982753 1617796800 4525762956 7535727998 0 7524000000 0 11727998 14523714087
2049 14 0.577 18316804849 31718779553 30100982753 1617796800 4351695150 7535727998 0 7524000000 0 11727998 13965109699
2050 15 0.555 17612312355 31718779553 30100982753 1617796800 4184322260 7535727998 0 7524000000 0 11727998 13427990096
2051 16 0.534 16934915726 31718779553 30100982753 1617796800 4023386788 7535727998 0 7524000000 0 11727998 12911528938
2052 17 0.513 16283572814 31718779553 30100982753 1617796800 3868641142 7535727998 0 7524000000 0 11727998 12414931671
2053 18 0.494 15657281552 31718779553 30100982753 1617796800 3719847252 7535727998 0 7524000000 0 11727998 11937434299
2054 19 0.475 15055078415 31718779553 30100982753 1617796800 3576776204 7535727998 0 7524000000 0 11727998 11478302211
2055 20 0.456 14476036937 31718779553 30100982753 1617796800 18527360330 40595727998 0 7524000000 33060000000 11727998 -4051323393

合計 462787344942 483567688897 -20780343955
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表 35：ワーストケースにおける浮体式洋上風力発電（With-Bケース）の各年度の費用便益分

析 

 
 

4.3 着床式と浮体式を併設した洋上風力発電 

4.3.1 結果 

費用便益分析の結果は表 36 の通りで、約 67.1 億円の便益があることが分かった。各年

度の詳細は表 37の通りである。 

 

表 36：着床式と浮体式を併設した洋上風力発電（With-ABケース）の費用便益分析 

費用 建設費 2442.1（億円） 

運転維持費 1097.8（億円） 

撤去費 330.6（億円） 

景観費用 4.2（億円） 

費用合計 3544.1（億円） 

便益 燃料代の節約 3456.5（億円） 

CO2対策コストの節約 154.8（億円） 

便益合計 3611.3（億円） 

純便益 約 67.1 億円の便益 

 

  

年度 年目 社会的割引率 便益 (PV) 便益合計 燃料代替 CO2対策費節約費用 (PV) 費用合計 建設費 運転維持費 撤去費 景観費用 純便益
2035 0 1.000 20786342635 20786342635 20067321835 719020800 366066533710 366069465710 358527873712 7524000000 0 17591998 -345280191075
2036 1 0.962 19986867918 20786342635 20067321835 719020800 7251530767 7541591998 0 7524000000 0 17591998 12735337151
2037 2 0.925 19218142229 20786342635 20067321835 719020800 6972625737 7541591998 0 7524000000 0 17591998 12245516492
2038 3 0.889 18478982913 20786342635 20067321835 719020800 6704447824 7541591998 0 7524000000 0 17591998 11774535088
2039 4 0.855 17768252801 20786342635 20067321835 719020800 6446584447 7541591998 0 7524000000 0 17591998 11321668354
2040 5 0.822 17084858462 20786342635 20067321835 719020800 6198638891 7541591998 0 7524000000 0 17591998 10886219571
2041 6 0.790 16427748521 20786342635 20067321835 719020800 5960229703 7541591998 0 7524000000 0 17591998 10467518818
2042 7 0.760 15795912040 20786342635 20067321835 719020800 5730990099 7541591998 0 7524000000 0 17591998 10064921941
2043 8 0.731 15188376961 20786342635 20067321835 719020800 5510567403 7541591998 0 7524000000 0 17591998 9677809558
2044 9 0.703 14604208617 20786342635 20067321835 719020800 5298622503 7541591998 0 7524000000 0 17591998 9305586114
2045 10 0.676 14042508285 20786342635 20067321835 719020800 5094829329 7541591998 0 7524000000 0 17591998 8947678956
2046 11 0.650 13502411813 20786342635 20067321835 719020800 4898874355 7541591998 0 7524000000 0 17591998 8603537457
2047 12 0.625 12983088281 20786342635 20067321835 719020800 4710456111 7541591998 0 7524000000 0 17591998 8272632171
2048 13 0.601 12483738732 20786342635 20067321835 719020800 4529284722 7541591998 0 7524000000 0 17591998 7954454010
2049 14 0.577 12003594935 20786342635 20067321835 719020800 4355081463 7541591998 0 7524000000 0 17591998 7648513471
2050 15 0.555 11541918206 20786342635 20067321835 719020800 4187578330 7541591998 0 7524000000 0 17591998 7354339876
2051 16 0.534 11097998275 20786342635 20067321835 719020800 4026517625 7541591998 0 7524000000 0 17591998 7071480650
2052 17 0.513 10671152188 20786342635 20067321835 719020800 3871651563 7541591998 0 7524000000 0 17591998 6799500625
2053 18 0.494 10260723258 20786342635 20067321835 719020800 3722741887 7541591998 0 7524000000 0 17591998 6537981370
2054 19 0.475 9866080055 20786342635 20067321835 719020800 3579559507 7541591998 0 7524000000 0 17591998 6286520548
2055 20 0.456 9486615438 20786342635 20067321835 719020800 18530036583 40601591998 0 7524000000 33060000000 17591998 -9043421145

合計 303279522563 483647382560 -180367859997
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表 37：着床式と浮体式を併設した洋上風力発電（With-AB ケース）の各年度の費用便益分析 

 
 

4.3.2 感度分析 

（１）ベストケース 

費用便益分析の結果は表 38 の通りで、約 827.4 億円の便益が発生することが分かった。

各年度の詳細は表 39の通りである。 

 

表 38：ベストケースにおける着床式と浮体式を併設した洋上風力発電（With-AB ケース）の費用便益分析 

費用 建設費 2442.1（億円） 

運転維持費 1097.8（億円） 

撤去費 330.6（億円） 

景観費用 3.4（億円） 

費用合計 3543.3（億円） 

便益 燃料代の節約 4147.8（億円） 

CO2対策コストの節約 222.9（億円） 

便益合計 4370.7（億円） 

純便益 約 827.4億円の便益 

 

  

年度 年目 社会的割引便益 (PV) 便益合計 燃料代替 CO2対策費節約 費用 (PV) 費用合計 建設費 運転維持費 撤去費 景観費用 純便益
2035 0 1.000 24751643278 24751643278 23690588278 1061055000 251767583780 251767583780 244214638616 7524000000 0 28945165 -227015940502
2036 1 0.962 23799656998 24751643278 23690588278 1061055000 7262447274 7552945165 0 7524000000 0 28945165 16537209725
2037 2 0.925 22884285575 24751643278 23690588278 1061055000 6983122378 7552945165 0 7524000000 0 28945165 15901163197
2038 3 0.889 22004120745 24751643278 23690588278 1061055000 6714540748 7552945165 0 7524000000 0 28945165 15289579997
2039 4 0.855 21157808409 24751643278 23690588278 1061055000 6456289181 7552945165 0 7524000000 0 28945165 14701519228
2040 5 0.822 20344046547 24751643278 23690588278 1061055000 6207970367 7552945165 0 7524000000 0 28945165 14136076180
2041 6 0.790 19561583218 24751643278 23690588278 1061055000 5969202276 7552945165 0 7524000000 0 28945165 13592380943
2042 7 0.760 18809214633 24751643278 23690588278 1061055000 5739617573 7552945165 0 7524000000 0 28945165 13069597060
2043 8 0.731 18085783301 24751643278 23690588278 1061055000 5518863051 7552945165 0 7524000000 0 28945165 12566920250
2044 9 0.703 17390176251 24751643278 23690588278 1061055000 5306599087 7552945165 0 7524000000 0 28945165 12083577164
2045 10 0.676 16721323318 24751643278 23690588278 1061055000 5102499122 7552945165 0 7524000000 0 28945165 11618824196
2046 11 0.650 16078195498 24751643278 23690588278 1061055000 4906249156 7552945165 0 7524000000 0 28945165 11171946342
2047 12 0.625 15459803364 24751643278 23690588278 1061055000 4717547265 7552945165 0 7524000000 0 28945165 10742256098
2048 13 0.601 14865195542 24751643278 23690588278 1061055000 4536103140 7552945165 0 7524000000 0 28945165 10329092402
2049 14 0.577 14293457252 24751643278 23690588278 1061055000 4361637634 7552945165 0 7524000000 0 28945165 9931819618
2050 15 0.555 13743708896 24751643278 23690588278 1061055000 4193882341 7552945165 0 7524000000 0 28945165 9549826555
2051 16 0.534 13215104708 24751643278 23690588278 1061055000 4032579174 7552945165 0 7524000000 0 28945165 9182525534
2052 17 0.513 12706831450 24751643278 23690588278 1061055000 3877479975 7552945165 0 7524000000 0 28945165 8829351475
2053 18 0.494 12218107163 24751643278 23690588278 1061055000 3728346130 7552945165 0 7524000000 0 28945165 8489761034
2054 19 0.475 11748179965 24751643278 23690588278 1061055000 3584948202 7552945165 0 7524000000 0 28945165 8163231763
2055 20 0.456 11296326889 24751643278 23690588278 1061055000 3447065578 7552945165 0 7524000000 33060000000 28945165 7849261311

合計 361134553000 354414573431 6719979569
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表 39：ベストケースにおける着床式と浮体式を併設した洋上風力発電（With-AB ケース）の費用便益分析 

 
 

（２）ワーストケース 

費用便益分析の結果は表40の通りで、約 1758.7億円の損失が発生することが分かった。

各年度の詳細は表 41の通りである。 

 

表 40：ワーストケースにおける着床式と浮体式を併設した洋上風力発電（With-AB ケース）の費用便益分析 

費用 建設費 2442.1（億円） 

運転維持費 1097.8（億円） 

撤去費 330.6（億円） 

景観費用 5.0（億円） 

費用合計 3544.9（億円） 

便益 燃料代の節約 2765.2（億円） 

CO2対策コストの節約 99.8（億円） 

便益合計 2865（億円） 

純便益 約 680.6億円の損失 

 
  

年度 年目 社会的割引便益 (PV) 便益合計 燃料代替 CO2対策費節約 費用 (PV) 費用合計 建設費 運転維持費 撤去費 景観費用 純便益
2035 0 1.000 29956625134 29956625134 28428705934 1527919200 251761794747 251761794747 244214638616 7524000000 0 23156132 -221805169614
2036 1 0.962 28804447244 29956625134 28428705934 1527919200 7256880896 7547156132 0 7524000000 0 23156132 21547566348
2037 2 0.925 27696583888 29956625134 28428705934 1527919200 6977770092 7547156132 0 7524000000 0 23156132 20718813796
2038 3 0.889 26631330662 29956625134 28428705934 1527919200 6709394319 7547156132 0 7524000000 0 23156132 19921936343
2039 4 0.855 25607048713 29956625134 28428705934 1527919200 6451340692 7547156132 0 7524000000 0 23156132 19155708022
2040 5 0.822 24622162224 29956625134 28428705934 1527919200 6203212203 7547156132 0 7524000000 0 23156132 18418950021
2041 6 0.790 23675155985 29956625134 28428705934 1527919200 5964627119 7547156132 0 7524000000 0 23156132 17710528866
2042 7 0.760 22764573062 29956625134 28428705934 1527919200 5735218383 7547156132 0 7524000000 0 23156132 17029354679
2043 8 0.731 21889012560 29956625134 28428705934 1527919200 5514633061 7547156132 0 7524000000 0 23156132 16374379499
2044 9 0.703 21047127462 29956625134 28428705934 1527919200 5302531789 7547156132 0 7524000000 0 23156132 15744595672
2045 10 0.676 20237622559 29956625134 28428705934 1527919200 5098588259 7547156132 0 7524000000 0 23156132 15139034300
2046 11 0.650 19459252461 29956625134 28428705934 1527919200 4902488711 7547156132 0 7524000000 0 23156132 14556763750
2047 12 0.625 18710819674 29956625134 28428705934 1527919200 4713931452 7547156132 0 7524000000 0 23156132 13996888221
2048 13 0.601 17991172763 29956625134 28428705934 1527919200 4532626397 7547156132 0 7524000000 0 23156132 13458546367
2049 14 0.577 17299204580 29956625134 28428705934 1527919200 4358294612 7547156132 0 7524000000 0 23156132 12940909968
2050 15 0.555 16633850558 29956625134 28428705934 1527919200 4190667896 7547156132 0 7524000000 0 23156132 12443182661
2051 16 0.534 15994087075 29956625134 28428705934 1527919200 4029488362 7547156132 0 7524000000 0 23156132 11964598713
2052 17 0.513 15378929880 29956625134 28428705934 1527919200 3874508040 7547156132 0 7524000000 0 23156132 11504421839
2053 18 0.494 14787432576 29956625134 28428705934 1527919200 3725488500 7547156132 0 7524000000 0 23156132 11061944076
2054 19 0.475 14218685170 29956625134 28428705934 1527919200 3582200481 7547156132 0 7524000000 0 23156132 10636484689
2055 20 0.456 13671812663 29956625134 28428705934 1527919200 3444423539 7547156132 0 7524000000 33060000000 23156132 10227389124

合計 437076936892 354330109551 82746827341
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表 41：ワーストケースにおける着床式と浮体式を併設した洋上風力発電（With-AB ケース）の各年度の費用便益分析 

 
 

5. まとめ 

5.1 結論 
分析結果をまとめると表 42のようになる。 

 

表 42：費用便益分析結果まとめ 

風車種類 基準値 変動ケース 

（i）ベストケース （ii）ワーストケー

ス 

着床式 844.9（億円） 1560.9（億円） 140.5（億円） 

浮体式 －1012.2（億円） －207.8（億円） －1803.6（億円） 

併設 67.1（億円） 827.4（億円） －680.6（億円） 

 

着床式洋上風力発電を導入した場合、基準値の場合だと便益が発生するが、感度分析に

より利用率が下がる・火力発電の CO2対策コストが安くなるといった状況が発生した場合、

純便益が大幅に減少することが分かった。浮体式洋上風力発電を導入した場合、全てのケ

ースにおいて損失が発生することが分かった。これは建設費が着床式洋上風力発電と比較

して 2.76 倍である一方で、浮体式洋上風力発電による便益が数％の設備利用率の上昇と景

観費用のわずかな減少であったことが原因と考えられる。併設した場合、変動ケースの場

合によっては損失分が十分に減少し便益が発生する可能性があることが示された。 

 

年度 年目 社会的割引便益 (PV) 便益合計 燃料代替 CO2対策費節約 費用 (PV) 費用合計 建設費 運転維持費 撤去費 景観費用 純便益
2035 0 1.000 19631545822 19631545822 18952470622 679075200 251773372813 251773372813 244214638616 7524000000 0 34734198 -232141826991
2036 1 0.962 18876486367 19631545822 18952470622 679075200 7268013651 7558734198 0 7524000000 0 34734198 11608472716
2037 2 0.925 18150467661 19631545822 18952470622 679075200 6988474665 7558734198 0 7524000000 0 34734198 11161992996
2038 3 0.889 17452372751 19631545822 18952470622 679075200 6719687178 7558734198 0 7524000000 0 34734198 10732685573
2039 4 0.855 16781127645 19631545822 18952470622 679075200 6461237671 7558734198 0 7524000000 0 34734198 10319889974
2040 5 0.822 16135699659 19631545822 18952470622 679075200 6212728530 7558734198 0 7524000000 0 34734198 9922971129
2041 6 0.790 15515095826 19631545822 18952470622 679075200 5973777432 7558734198 0 7524000000 0 34734198 9541318393
2042 7 0.760 14918361371 19631545822 18952470622 679075200 5744016762 7558734198 0 7524000000 0 34734198 9174344609
2043 8 0.731 14344578241 19631545822 18952470622 679075200 5523093040 7558734198 0 7524000000 0 34734198 8821485201
2044 9 0.703 13792863693 19631545822 18952470622 679075200 5310666385 7558734198 0 7524000000 0 34734198 8482197309
2045 10 0.676 13262368936 19631545822 18952470622 679075200 5106409986 7558734198 0 7524000000 0 34734198 8155958950
2046 11 0.650 12752277823 19631545822 18952470622 679075200 4910009601 7558734198 0 7524000000 0 34734198 7842268222
2047 12 0.625 12261805599 19631545822 18952470622 679075200 4721163078 7558734198 0 7524000000 0 34734198 7540642521
2048 13 0.601 11790197691 19631545822 18952470622 679075200 4539579883 7558734198 0 7524000000 0 34734198 7250617808
2049 14 0.577 11336728549 19631545822 18952470622 679075200 4364980657 7558734198 0 7524000000 0 34734198 6971747893
2050 15 0.555 10900700528 19631545822 18952470622 679075200 4197096785 7558734198 0 7524000000 0 34734198 6703603743
2051 16 0.534 10481442816 19631545822 18952470622 679075200 4035669986 7558734198 0 7524000000 0 34734198 6445772830
2052 17 0.513 10078310400 19631545822 18952470622 679075200 3880451910 7558734198 0 7524000000 0 34734198 6197858490
2053 18 0.494 9690683077 19631545822 18952470622 679075200 3731203759 7558734198 0 7524000000 0 34734198 5959479318
2054 19 0.475 9317964497 19631545822 18952470622 679075200 3587695922 7558734198 0 7524000000 0 34734198 5730268575
2055 20 0.456 8959581247 19631545822 18952470622 679075200 3449707618 7558734198 0 7524000000 33060000000 34734198 5509873629

合計 286430660199 354499037312 -68068377113
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5.2 政策提言 
本分析をふまえ、「浮体式洋上風力発電のコスト低減化」、「エネルギー自給率の向上

などの便益項目計上を目的とした議論」以上 2つの政策提言を述べる。 

 

浮体式洋上風力発電のコスト低減化について、今回の分析結果では浮体式洋上風力発電

を導入した場合、全てのケースにおいて損失が発生することが分かった。しかし、浮体式

風力発電は着床式風力発電に対して海域の制約が少ないことによるメリットがあり、今後

の方向性として大いに推進される。よって、日本においても浮体式洋上風力発電のコスト

高を技術革新あるいは規模の経済で解決していく必要があると考える。建設工業新聞

（2024）によると、東京ガスは、浮体式洋上風力発電施設で使用する基礎を量産化する製

造手法を確立した。今後も検証を重ね、2030 年以降の本格稼働を目指している。検証は

NEDO の補助事業を活用して行った。このように、量産化を可能とする科学技術の開発を促

進することで浮体式洋上風力発電のコストを下げる必要がある。 

 

エネルギー自給率の向上などの便益項目計上を目的とした議論について、以下の表 43 で

示すように、日本の 1 次エネルギー自給率は主要国の中でも非常に低い順位に位置してお

り、洋上風力発電はこの自給率を上げる上で効果的である。しかし、エネルギー自給率の

向上の価値は価値観により大きく変わるため便益の具体的な数値化は困難である。したが

って、費用便益分析の項目にエネルギー自給率の向上を加えるには、まずその社会的価値

の有無及び大きさを議論する必要がある。また、エネルギー自給率の向上のほかにも今後

費用便益分析に含めるべき項目を選択し、数値化の手法を研究することが必要である。こ

れにより、多様な価値を持つエネルギー源として、洋上風力発電の普及をより一層促進で

きると考える。 
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表 43：主要国の 1次エネルギー自給率比較 

順位 国名 自給率 

1位 ノルウェー 759.3（%） 

2位 オーストラリア 345.5（%） 

4位 カナダ 182.6（%） 

5位 アメリカ 106.0（%） 

10位 イギリス 76.0（%） 

19位 フランス 54.9（%） 

26位 ドイツ 34.7（%） 

28位 スペイン 31.6（%） 

36位 韓国 19.1 （%） 

37位 日本 11.3 （%） 

38位 ルクセンブルク 8.8 （%） 

出典：資源エネルギー庁（2022c）より筆者作成 

 

5.3 今後の研究課題 
今後の研究課題として、「浮体式洋上風力発電のコストの精緻化」、「建設基数と景観

費用の関係」、「景観費用における地域特性や住民の属性の違い」、「セカンダリーマー

ケットおよび自然災害などの分析」、「セントラル方式の活用による社会的便益の計上」

「将来の資源状況を考慮したシナリオ形成」が挙げられる。 

まず、本研究では浮体式洋上風力発電のコストの算出が着床式洋上風力発電ほど精緻で

はない。特に技術が確立していない問題もあり、技術確率と精緻なコスト算出を同時に行

う必要性が挙げられる。景観費用に関して、算出のために用いた先行研究の景観費用は建

設基数を 500 基で想定している一方で、本研究の建設基数は 38 基である。そのため、面積

の縮小の面から景観費用は減少する可能性がある。また、先行研究の対象地域であるデラ

ウェアと富山県東部沖の地域特性や住民の属性の違いは今後の研究課題である。さらに、

本研究では先行研究の課題であったセカンダリーマーケットである風力発電機市場におけ

る余剰分析を行うことができなかった。また自然災害などによる風力発電の大規模な停止

といったリスクを分析に組み込むことができていない。そして、セントラル方式は、政府

が目標とする長期的・安定的・効率的なエネルギー開発を達成するために行われている。

その主目的は、複数の事業者を代表して政府が調査などを行なうことによる調整コストお

よび取引コストの削減や、公募制にすることによる先行者利益の削減である。本研究では、

そのセントラル方式の活用による社会的便益の計上ができていない。最後に将来の資源状

況を考えたシナリオ形成について、CO2対策コストなどは本研究のタイムラインである 2035
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年から 2055 年の間に変化する可能性がある。これらの項目を考慮した上で分析を行えば、

より現実に則した分析結果になると考えられる。 
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